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１　決算状況（平成23年度）

（ １） 歳入歳出決算の推移

　平成23年度普通会計の決算規模は、歳入が1兆20億7,800万円で対前年度比0.3％の減少、歳出が
9,636億4,400万円で同0.2％の減少となりました。
　実質収支は、全団体において黒字となっています。

（単位：億円）

（ ２） 決算状況

歳　　　入
　長野県市町村の決算状況を全国市区町村と比較すると、歳入については地方税の割合が低く、一方、地方交付
税の割合が高く、全体の約１／４を占めています。

長野県市町村 全国市区町村

億円 歳入合計 億円

981,263
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10,020.78

歳入・歳出決算額

54兆7,763

地方税

地方譲与税

地方交付税

国庫支出金

県支出金

地方債
その他

地方税

地方譲与税

地方交付税
国庫支出金

都道府県

支出金

地方債

その他

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

歳入総額 歳出総額
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長野県市町村 全国市区町村

億円 地方税 億円

歳　　　出
　全国に比べ、目的別では、民生費の割合が低く、一方商工費、農林水産費の割合が高くなっています。
　性質別では、人件費、扶助費の割合が低く、反対に普通建設事業費、補助費等の割合が高くなっています。

長野県市町村 全国市区町村

億円 歳出合計 億円

目的別

性質別

2,935.94

9,636.44

18兆4,360

52兆8,900

固定資産税

都市計画税

市町村

たばこ税 その他

個人分

法人分

市町村民税

固定資産税

都市計画税

市町村

たばこ税
その他

個人分

法人分

市町村民税

総務費

民生費

衛生費農林水産費
商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

その他

総務費

民生費

衛生費農林水産費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

その他

人件費

扶助費

公債費普通建設

事業費

物件費

補助費等

その他
人件費

扶助費

公債費
普通建設

事業費

物件費

補助費等 その他
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（ ３） 主な財政指標

○ 財政構造の弾力性を示す経常収支比率は県平均84.0％（加重平均）となり、前年度に比べ1.3ポイント上昇
しました。

○ 地方債協議制度への移行に伴い、平成17年度決算から導入された実質公債費比率は県平均10.8％
（加重平均）となり、前年度に比べ1.0ポイント減少しました。

（ ４） 将来にわたる実質的な財政負担

○ 将来にわたる実質的な財政負担額は、平成16年度以降年々減少し、平成23年度は約6千3百億円
となっています。

（単位：百万円、％）

平成22年度 増減額 増減率

Ａ △ 14,354 △ 1.6 

Ｂ

Ｃ

△ 37,281 △ 5.6 

（Ａ＋Ｂ）－Ｃ △ 5,851 △ 1.0 

－ －

債 務 負 担 行 為 額

積 立 金 現 在 高

（ 対 標 準 財 政 規 模 ）

（地方債＋債務負担）－積立金

その他特定目的基金

標 準 財 政 規 模

区　　　　　分

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

平成23年度

地 方 債 残 高

（年度）

経常収支比率（長野県） 経常収支比率（全国）
起債制限比率（長野県） 起債制限比率（全国）
実質公債費比率（長野県） 実質公債費比率（全国）経常収支比率（％） 起債制限比率、実質公債費比率（％）

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

（億円）

地方債現在高 債務負担行為 積立金現在高 （地方債＋債務負担）－積立金
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２　主要指標（平成23年度）

（ １）　主な財政指標による全国比較

　全国の市区町村の主な財政指標を都道府県単位で比較すると、県内市町村の経常収支比率は全国平均より
６．３ポイント低く、全国２位となっています。
　また、積立金現在高比率・地方債現在高比率についても、前年度に引き続き、上位に位置しています。

22年度 23年度
東京都 神奈川県 大阪府 愛知県 埼玉県

福井県 徳島県 高知県 島根県 鳥取県

大阪府 神奈川県 北海道 愛知県 埼玉県

山梨県 佐賀県 徳島県 福井県 鳥取県

島根県 高知県 秋田県 北海道 岩手県

愛知県 神奈川県 千葉県 埼玉県 東京都

東京都 大阪府 神奈川県 北海道 愛知県

山梨県 佐賀県 福井県 徳島県 鳥取県

宮城県 島根県 岩手県 北海道 高知県

奈良県 静岡県 神奈川県 千葉県 埼玉県

神奈川県 東京都 大阪府 愛知県 埼玉県

徳島県 佐賀県 高知県 島根県 鳥取県

愛知県 神奈川県 大阪府 静岡県 兵庫県

宮崎県 青森県 岩手県 秋田県 沖縄県

北海道 宮城県 福岡県 兵庫県 福島県

鳥取県 香川県 神奈川県 福井県 東京都

島根県 岩手県 高知県 秋田県 宮城県

静岡県 埼玉県 愛知県 神奈川県 東京都

大阪府 神奈川県 北海道 福岡県 兵庫県

山梨県 福井県 佐賀県 高知県 鳥取県

島根県 新潟県 秋田県 富山県 石川県

栃木県 埼玉県 愛知県 千葉県 東京都

愛知県 神奈川県 静岡県 埼玉県 千葉県

秋田県 鹿児島県 北海道 島根県 高知県

山梨県 長野県 沖縄県 岐阜県 香川県

奈良県 神奈川県 京都府 宮城県 大阪府

宮城県 佐賀県 徳島県 岐阜県 長野県

大阪府 京都府 千葉県 埼玉県 神奈川県

埼玉県 栃木県 茨城県 香川県 長野県

石川県 島根県 広島県 福岡県 京都府

注 １　各数値は広域連合、一部事務組合を除く。

２　全国平均及び都道府県別数値の算出は次の方法による。

　　　　単純平均によるもの・・・人口、標準財政規模、歳出総額、地方税、地方交付税、地方債、財政力指数

　　　　加重平均によるもの・・・経常収支比率、積立金現在高比率、地方債現在高比率、「一人当たり」の各数値

３　経常収支比率には、経常一般財源に減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を含む。

４　積立金現在高比率及び地方債現在高比率は、いずれも標準財政規模に対する割合　であり、平均値は東京都を除いたものである。

　

（百万円）

一人当たり金額

地　　方　　税

地方債現在高比率

（％）

財政力指数

積立金現在高比率

（％）

経常収支比率

地　　方　　債

（百万円）

（％）

一人当たり金額

（千円）

歳　出　総　額

（百万円）

（千円）

地方交付税

一人当たり金額

（百万円）

（千円）

都道府県別上位　５県

都道府県別下位　５県

【16位】

全国平均
長野県市町村計・平均

（百万円）

【16位】

【15位】

標準財政規模

（H24.3.31現在：人）

人　　　　　口

【15位】

【8位】【8位】

【17位】

【17位】

一人当たり金額

（千円）

一人当たり金額

【10位】

（千円）

【6位】

【16位】

【23位】

【16位】

【26位】

【24位】

【17位】

【15位】

【16位】

【23位】

【17位】

【14位】

【16位】

【5位】

【4位】

【5位】

【31位】 【32位】

【1位】 【2位】

【5位】
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（２）　財政指標と公共施設整備状況
　

％ 昇順 ％ 降順 ％ 昇順 ％ 昇順

長 野 市

松 本 市

上 田 市

岡 谷 市

飯 田 市

諏 訪 市

須 坂 市

小 諸 市

伊 那 市

駒 ヶ 根 市

中 野 市

大 町 市

飯 山 市

茅 野 市

塩 尻 市

佐 久 市

千 曲 市

東 御 市

安 曇 野 市

市 平 均

小 海 町

佐 久 穂 町

川 上 村

南 牧 村

南 相 木 村

北 相 木 村

軽 井 沢 町

御 代 田 町

立 科 町

長 和 町

青 木 村

下 諏 訪 町

富 士 見 町

原 村

辰 野 町

箕 輪 町

飯 島 町

南 箕 輪 村

中 川 村

宮 田 村

松 川 町

高 森 町

阿 南 町

区分 道　  路
舗 装 率

下水道等
普 及 率

道　  路
改 良 率

公共施設の整備状況　％

地方債現在高比率経常収支比率

主要財政指標

企業債現在高比率積立金現在高比率
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％ 昇順 ％ 降順 ％ 昇順 ％ 昇順

区分 道　  路
舗 装 率

下水道等
普 及 率

道　  路
改 良 率

公共施設の整備状況　％

地方債現在高比率経常収支比率

主要財政指標

企業債現在高比率積立金現在高比率

阿 智 村

平 谷 村

根 羽 村

下 條 村

売 木 村

天 龍 村

泰 阜 村

喬 木 村

豊 丘 村

大 鹿 村

上 松 町

南 木 曽 町

木 曽 町

木 祖 村

王 滝 村

大 桑 村

麻 績 村

生 坂 村

山 形 村

朝 日 村

筑 北 村

池 田 町

松 川 村

白 馬 村

小 谷 村

坂 城 町

小 布 施 町

高 山 村

信 濃 町

飯 綱 町

小 川 村

山 ノ 内 町

木 島 平 村

野 沢 温 泉 村

栄 村

町 村 平 均

市 町 村 平 均

　　１．平均はすべて加重平均である。

　　２．地方債現在高比率及び企業債現在高比率は、年度末地方債残高または年度末企業債残高を標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額

　　　を含む）で除した割合。

　　３．「下水道等普及率」は公共下水道、農業集落排水施設、林業集落排水施設、簡易排水施設、小規模集落排水処理施設、コミュニティ・

　　　プラント及び合併処理浄化槽を含めたものであり、公共施設状況調査（平成24年3月31日現在）による。

　　４．「道路改良率」「道路舗装率」は道路施設現況調査（平成24年4月1日現在）による。
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【市町村別健全化判断比率】 （単位：％）

市　町　村
実質赤字
比 率

連結実質
赤字比率

実質公債
費 比 率

将来負担
比 率

市　町　村
実質赤字
比 率

連結実質
赤字比率

実質公債
費 比 率

将来負担
比 率

長 野 市 松 川 町

松 本 市 高 森 町

上 田 市 阿 南 町

岡 谷 市 阿 智 村

飯 田 市 平 谷 村

諏 訪 市 根 羽 村

須 坂 市 下 條 村

小 諸 市 売 木 村

伊 那 市 天 龍 村

駒 ヶ 根 市 泰 阜 村

中 野 市 喬 木 村

大 町 市 豊 丘 村

飯 山 市 大 鹿 村

茅 野 市 上 松 町

塩 尻 市 南 木 曽 町

佐 久 市 木 曽 町

千 曲 市 木 祖 村

東 御 市 王 滝 村

安 曇 野 市 大 桑 村

小 海 町 麻 績 村

佐 久 穂 町 生 坂 村

川 上 村 山 形 村

南 牧 村 朝 日 村

南 相 木 村 筑 北 村

北 相 木 村 池 田 町

軽 井 沢 町 松 川 村

御 代 田 町 白 馬 村

立 科 町 小 谷 村

長 和 町 坂 城 町

青 木 村 小 布 施 町

下 諏 訪 町 高 山 村

富 士 見 町 山 ノ 内 町

原 村 木 島 平 村

辰 野 町 野 沢 温 泉 村

箕 輪 町 信 濃 町

飯 島 町 飯 綱 町

南 箕 輪 村 小 川 村

中 川 村 栄 村

宮 田 村

県 内 平 均

全 国 平 均

※

【資金不足が生じている公営企業会計】
団 体 名

松本市

※　上記以外の会計（２９２会計）は、財政健全化法に基づく資金不足は生じていないため、数値なしとなっている。

（３）平成23年度決算に基づく健全化判断比率等

『－』 は、数値なし（実質赤字、連結実質赤字がない。将
来負担額がマイナス。）

会　　計　　名 資金不足比率 事　　業　　区　　分

上高地観光施設事業会計 観　　光　 事　 業
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■　県内市町村の平成２３年度末における項目別将来負担額等の状況

Ⅰ　将来負担額

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ⅱ　充当可能な特定財源等の額

⑨

⑩

⑪

Ⅲ　標準財政規模等

⑫

⑬

(参考） 将来負担比率の算定式と県内市町村の平均値

－
－

※　端数整理のため、計は一致しないことがある。

＝

＝

　＝

将来負担額（Ⅰ）　－　充当可能財源（Ⅱ）
標準財政規模　－　算入公債費の額

＝ （県内市町村の平均）

（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧）　－　（⑨＋⑩＋⑪）
⑫　－　⑬

算入公債費
元利償還金等を基礎として基準財政需要額に算入され
た額（公債費等に対する交付税措置額）

うち都市計画税

設立した一定の法人の負債の額、その法人のために債
務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法
人等の財務状況を勘案した一般会計等の負担見込額

計

充当可能財源等の額 分母比

（％）（百万円）

充当可能特定歳入のうち、都市計画税の額

基準財政需要額
算入見込額

元利償還均等に対して交付される交付税の額（基準財
政需要額に算入される額）

債務負担行為に基づく支出予定額のうち地方財政法第
５条各号の経費に係るもの

一般会計等以外の会計の地方債の元利償還金に充て
る一般会計等からの繰入見込額

加入する組合等の地方債に充てる市町村からの負担
等見込額

退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）
のうち、一般会計等の負担見込額

分母比

（％）

連結実質赤字額

組合等連結実質
赤字額

すべての会計の実質赤字額及び資金不足額の合計
が、実質黒字額及び資金余剰額の合計を上回る額

組合等の連結実質赤字相当額のうち一般会計等の負
担見込額

充当可能財源等

項　　　　　　　　目

債務負担行為に基
づく支出予定額

公営企業債等繰
入見込額

組合等負担等見
込額

将来負担比率

標準財政規模

退職手当負担見
込額

設立法人の負債
等負担見込額

土地開発公社

第三セクター等

計

将来負担額
（百万円）

一般会計等の平成２２年度末における地方債現在高

将来負担の要素

地方債の現在高

充当可能基金

充当可能特定歳
入

将来負担の償還等に充てることができる地方自治法第
241条の基金

将来負担の償還に充てることができる特定歳入の額

（百万円）

額

標準税収額等の額 ＋ 普通交付税 ＋臨時財政対策
債発行可能額
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（４）バランスシート作成市町村の状況
　　平成25年３月 日現在で 市町村が平成 年度普通会計（又は一般会計）のバランスシートを作成、公表し、48市町村が
 行政コスト計算書を作成、公表しました。

(市）
平成25年３月29日現在

うち公共資産
(うち有形固定資産)

長 野 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

松 本 市 基 準 モ デ ル

上 田 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

岡 谷 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

飯 田 市 基 準 モ デ ル

諏 訪 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

須 坂 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

小 諸 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

伊 那 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

駒 ヶ 根 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

中 野 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

茅 野 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

塩 尻 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

佐 久 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

千 曲 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

東 御 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

安 曇 野 市
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

※１　数値は平成２３年度末の数値。

　 ２　基準モデル・総務省方式改訂モデルは「純資産」、旧総務省方式モデルは「正味資産」

　 ３　基準モデルは「一般会計」、総務省方式改訂モデル、旧総務省方式モデルは「普通会計」により作成

○　貸借対照表（バランスシート）用語説明

資　　　　　　産 固定資産と流動資産に分類

有形固定資産 行政サービスを長期的に使用又は利用するために所有し、実体をもつ資産のこと。

負　　　　　　債 将来の負担となる借入金残高など

純　資　産 道路、橋梁及び学校などの施設や用地に充てられた国・県支出金や税金等

○　主な指標の説明
純資産比率 （純資産÷資産）×１００

人口一人当たりの資産 資産÷住基人口

人口一人当たりの負債 負債÷住基人口

住基人口
（H24.3.31） 人口一人当たり

の負債資産合計 負債合計
純資産合計

（正味資産合計）
純資産
比率

人口一人当
たりの行政コ

スト

人口一人当た
りの資産

人口一人当たりの行政コスト
基準モデル：（総行政コスト－経常収益）÷住基人口
総務省方式改訂モデル：（経常行政コスト－経常収益)÷住基人口
旧総務省方式モデル：行政コスト÷住基人口

（単位：千円、％）

市町村名

主な分析
貸方

貸借対照表（バランスシート）
借方

作成モデル
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バランスシート作成市町村の状況
(町村）

平成25年３月29日現在

うち公共資産
(うち有形固定資産)

佐 久 穂 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

川 上 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

軽 井 沢 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

御 代 田 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

立 科 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

長 和 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

青 木 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

下 諏 訪 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

富 士 見 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

辰 野 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

箕 輪 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

飯 島 町 基 準 モ デ ル

南 箕 輪 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

宮 田 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

高 森 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

阿 南 町
旧 総 務 省
方 式 モ デ ル

下 條 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

売 木 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

天 龍 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

泰 阜 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

喬 木 村 基 準 モ デ ル

南 木 曽 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

－

木 曽 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

木 祖 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

麻 績 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

生 坂 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

池 田 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

坂 城 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

飯 綱 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

山 ノ 内 町
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

野 沢 温 泉 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

栄 村
総 務 省 方 式
改 訂 モ デ ル

※　「－」は行政コスト計算書を公表していない町村

人口一人当
たりの行政コ

スト

人口一人当
たりの資産

住基人口
（H24.3.31） 人口一人当たり

の負債

純資産合計
（正味資産合計）

純資産
比率

（単位：千円、％）

市町村名

貸借対照表（バランスシート）
主な指標

借方 貸方
作成モデル

資産合計 負債合計
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長野市

松本市

上田市

岡谷市

飯田市

諏訪市

須坂市

小諸市

伊那市

駒ケ根市

中野市

大町市

飯山市

茅野市

塩尻市

佐久市

千曲市

東御市

安曇野市

市計・平均

小海町

佐久穂町

川上村

南牧村

南相木村

北相木村

軽井沢町

御代田町

立科町

長和町

青木村

下諏訪町

富士見町

原村

辰野町

箕輪町

飯島町

南箕輪村

中川村

宮田村

市町村税

地方交付税

３ 市町村税と地方交付税の状況（平成 年度）

歳入総額に占める市町村税と地方交付税
長野県市町村の歳入に占める市町村税の割合は、市町村平均で ％となっており、 市町村が県平均を下回って

います。
また、歳入に占める地方交付税の割合は、市町村平均で ％となっており、 市町村が県平均を上回っています。
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松川町

高森町

阿南町

阿智村

平谷村

根羽村

下條村

売木村

天龍村

泰阜村

喬木村

豊丘村

大鹿村

上松町

南木曾町

木曽町

木祖村

王滝村

大桑村

麻績村

生坂村

山形村

朝日村

筑北村

池田町

松川村

白馬村

小谷村

坂城町

小布施町

高山村

信濃町

飯綱町

小川村

山ノ内町

木島平村

野沢温泉村

栄村

町村計・平均

市町村計・平均

市町村税

地方交付税
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（２）　市町村税の現況指標（平成23年度）
　 (単位：％，千円）

市町村名
歳入に占める

税収割合
人口１人当
たり税収額

税収のうち
住 民 税 の
割 合

個人住民税
平 均 所 得
割 額

徴 税
コ ス ト

市町村名
歳入に占める

税収割合
人口１人当
たり税収額

税収のうち
住 民 税 の
割 合

個人住民税
平 均 所 得
割 額

徴 税
コ ス ト

長野市 高森町

松本市 阿南町

上田市 阿智村

岡谷市 平谷村

飯田市 根羽村

諏訪市 下條村

須坂市 売木村

小諸市 天龍村

伊那市 泰阜村

駒ヶ根市 喬木村

中野市 豊丘村

大町市 大鹿村

飯山市 上松町

茅野市 南木曽町

塩尻市 木曽町

佐久市 木祖村

千曲市 王滝村

東御市 大桑村

安曇野市 麻績村

小海町 生坂村

川上村 山形村

南牧村 朝日村

南相木村 筑北村

北相木村 池田町

佐久穂町 松川村

軽井沢町 白馬村

御代田町 小谷村

立科町 坂城町

長和町 小布施町

青木村 高山村

下諏訪町 信濃町

富士見町 飯綱町

原村 小川村

辰野町 山ノ内町

箕輪町 木島平村

飯島町 野沢温泉村

南箕輪村 栄村

中川村 市平均

宮田村 町村平均

松川町 市町村平均

(注)

■歳入に占める税収割合・・・・・歳入総額に占める市町村税収の割合。

■人口１人当たり税収額・・・・・市町村税収入額を平成23年３月31日現在住基人口で除したもの。（市町村税収入額には法人課税分も含む）

■税収のうち住民税の割合・・・・・税収に占める住民税（個人市町村民税及び法人市町村民税）の割合。

■個人住民税平均所得割額・・・・・個人の市町村民税所得割額を所得割納税義務者数で除したもの。一般的に平均所得割額が高いところほど高額所得者が多いことを示す。

■徴税コスト・・・・・税収（市町村税＋個人県民税）に占める人件費その他の徴税費総額の割合。税務事務の効率性を示す。

■「平均」欄は加重平均による。
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